
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問内容と答弁要旨 
 

■平成 23 年度予算編成について                   

市民の暮らし、福祉、教育優先になっているかどう

か、市長の基本的な姿勢、特に市長として重点とする

こと、昨年とは違う重点的かつ戦略的な予算配分方針

の具体的な内容について質問。 

市長 福祉・教育、市民の安心・安全優先の予算とす

る。子宮頚がんなど新たなワクチンの補助拡大、こど

もの暑さ対策で、扇風機、エアコンを設置する。 

総務部長 重点的かつ戦略的仮題は各部局で検討中。 

 

■(仮称)自治振興会づくりの問題点について         

今のすすめ方が、自治振興会の目的に沿っていない

のではないか、特にプロセスが大切で、行政主導では

なく住民自治の向上、住民の合意を基本とするうえで

時間をかけた取り組みとすべきではないか。また、議

会に諮る議案はあるのか、などを質問。 

市長 現在 12地区で準備されており、必要性を感じ、

自主的な取り組みがすすめられている。さらに理解を

得ながらすすめたい。 

総合政策部長 新規条例や改正案を準備している。自

治振興会は規則で定める予定。 

 

■住民合意が不可欠な学校の統廃合について       

現在小規模学校の統廃合が検討されているなかで、安

易に統廃合をすすめれば、集落や地域のコミュニティー

の崩壊、地域社会の荒廃という取り返しのつかない事態

を招きかねない。これまでの議会答弁でも「順を踏ま

えて慎重に対応」とあり、拙速にすすめるべきでない

との立場から、基本的な姿勢を質問。 

教育長 10月実施のアンケートを参考に22年度内に

方針案を定め、意見を聞いていく。 

アンケートの回収率は、小学校 74.8％、中学校 

74.1％、教員 93.3％で現在集約中。 

 

■国土と社会、地域経済を破壊するＴＰＰについて     

ＴＰＰが日本農業と地域経済に深刻な打撃となる

だけでなく、経済・社会・国土などに計り知れない被

害をもたらすものであることを指摘し、甲賀市での農

業分野だけでなく経済、雇用、環境、まちづくりなど

地域社会への全般的な影響と試算結果、ＴＰＰに対す

る市長の態度を質問。 

市長 疑問点はあるが賛成するには判断理由がない。 

産業経済部長 甲賀市の主要農業生産 50億円が 10

億円になるなど、多面的な影響が予測される。 

 

 

予
算
編
成
方
針
、
農
業
、
福
祉
、
教
育
、
医
療
な
ど
七
項
目
質
問 

 

県
環
境
事
業
公
社
が
運

営
す
る
産
業
廃
棄
最
終
処

分
場
・
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

滋
賀
（
甲
賀
市
甲
賀
町
）
で
、

土
壌
・
地
下
水
汚
染
を
防
ぐ

遮
水
シ
ー
ト
が
破
損
。
さ
ら

に
調
査
の
掘
削
作
業
中
に

別
の
個
所
を
破
損
さ
せ
る

事
故
が
起
き
て
い
た
こ
と

が
十
一
月
三
〇
日
に
わ
か

り
ま
し
た
。 

日
本
共
産
党
は
、
緊
急
に

翌
日
の
十
二
月
一
日
、
公
社

か
ら
事
情
を
聴
き
、
現
地
調

査
し
ま
し
た
。 

九
日
の
県
議
会
で
は
西

川
県
会
議
員
こ
の
件
で
質

問
し
ま
し
た
。 

12 月議会 
11/30～12/20 

 

■公的保育制度を解体する 

「子ども・子育て新システム」について 

菅政権が来年の通常国会に提出しようとする

「子ども・子育て新システム」は、公的保育制度

を解体する内容になっていることから、市の認識

と姿勢、現制度での公的責任の役割を質問。 

教育長 公的責任がまったくなくなるとは考え

ていない。責任は重いと考えている。 

 また、貴生川地域での「認定こども園」への移

行は運営体系を継承でき、公立園とかわらないか

かわりをもつと考える。 

 

■県民世論に背く県立高校の統廃合について 

統廃合に反対する議会の意見書が甲賀市を始

め県下 19議会のうち 14議会が採択しているも

と、対象校の甲南・信楽高校の存続に向けた市の

姿勢を質問。 

教育長 両校とも地場産業に密着した高校であ

り、県には合意形成をはかるよう申し入れた。 

 

■保険税値上げ、医療費削減をねらう 

「国保の広域化」について 

12 月で県の対応が決定される都道府県単位へ

の「広域化」は、保険税の引き上げ、市独自の減

免制度の廃止、滞納取り立ての強化につながるた

めに反対意見をあげるべきではないかと質問。 

市長 加入者の税負担が軽減され、財政の安定

化、税の公平化がはかられ、期待できる。 

産
廃
最
終
処
分
場
で
遮
水
シ
ー
ト
破
損 

西
川
仁
県
議
と
甲
賀
市
議
団
が
現
地
調
査 

十
二
月
議
会
で
の
代
表
質
問
が
十

二
月
八
日
に
行
わ
れ
、
日
本
共
産
党
甲

賀
市
議
員
団
は
、
小
西
議
員
が
行
い
ま

し
た
。 

質
問
の
持
ち
時
間
は
四
二
分
、
（
三

〇
分
と
議
員
一
人
三
分
加
算
）
で
持
ち

時
間
い
っ
ぱ
い
使
っ
て
の
質
問
。 

代
表
質
問
で
は
、
再
質
問
と
再
々
質

問
ま
で
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
残
り

時
間
〇
秒
で
ジ
ャ
ス
ト
終
了
。 

市
政
の
基
本
方
向
と
県
政
、
国
政
へ

の
市
の
態
度
を
質
し
ま
し
た
。 

甲
賀
市
議
員
団
で
は
、
十
日
山
岡

（
午
前
）・
安
井
（
午
後
）・
十
四
日
小

松(

午
前
）
の
各
議
員
が
一
般
質
問
で

市
民
の
願
い
実
現
の
た
め
奮
闘
。 
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小西喜代次 
信楽町勅旨 456 

℡  83-0765 
Fax 83-0765 

安井 直明 
土山町前野 541 

℡ 67-0147 
Fax 67-1660 

 

 

 

 

山岡 光広 
甲南町森尻 16 

℡  86-2985 
Fax 86-0415 

小松 正人 
水口町名坂 128 

℡ 62-9652 
Fax  62-9652 


